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1. 平成30年12月期第1四半期の連結業績（平成30年1月1日～平成30年3月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年12月期第1四半期 11,157 7.3 416 △18.7 797 △7.6 573 △11.0

29年12月期第1四半期 10,400 △5.1 512 △36.3 863 △20.1 644 △18.8

（注）包括利益 30年12月期第1四半期　　△517百万円 （―％） 29年12月期第1四半期　　681百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年12月期第1四半期 16.50 ―

29年12月期第1四半期 18.54 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年12月期第1四半期 134,643 123,539 91.8

29年12月期 136,006 124,153 91.3

（参考）自己資本 30年12月期第1四半期 123,539百万円 29年12月期 124,153百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年12月期 ― 16.00 ― 16.00 32.00

30年12月期 ―

30年12月期（予想） 16.00 ― 16.00 32.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成30年12月期の連結業績予想（平成30年 1月 1日～平成30年12月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 20,600 7.8 600 43.9 1,500 11.8 1,100 7.8 31.66

通期 46,000 9.4 2,500 41.3 4,200 16.3 2,900 12.0 83.48

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

（注）特定子会社の異動には該当しておりませんが、当第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度において非連結子会社であった（株）大阪テクノク
ラート、（株）インサイトエナジー及びサンポットエンジニアリング（株）は、重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年12月期1Q 35,980,500 株 29年12月期 35,980,500 株

② 期末自己株式数 30年12月期1Q 1,240,762 株 29年12月期 1,240,669 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年12月期1Q 34,739,808 株 29年12月期1Q 34,739,995 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関す
る説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境は改善傾向となり、景気は緩やか

に回復しております。一方、為替等の不確実な要素はありますが比較的好調な世界経済を背景に、輸出も緩やかな

回復基調を辿っております。 

 当社グループの商品需要とも関係の深い建築業界におきましては、住宅ローンの低金利や住宅取得支援策などで

住宅取得環境の良好な状況が継続しているものの、人口減少などの影響もあり新設住宅着工戸数は弱含みで推移し

ております。 

 このような状況の中、当社グループにおきましては、エンジニアリング部門を新設して新たな事業の拡大に積極

的に取り組んでまいりました。また、お客様に信頼・支持される会社を目指し、ブランドイメージの向上にも努め

てまいりました。

 売上高を製品別に見ますと、給湯機器につきましては、エネファームの販売減が影響したものの、エコキュート

が好調を維持しており、全体で52億20百万円（前年同期比0.8％増）となりました。空調機器につきましては、ハ

ウスメーカー向けの全館空調システムやデシカント式空調換気ユニットなどが好調でありましたことから、全体で

41億44百万円（同3.4％増）となりました。システム機器につきましては、システムバスの販売が振るわず、全体

で3億94百万円（同12.3％減）となりました。ソーラー機器につきましては、エコワイターが大幅に売上を伸ば

し、全体で2億36百万円（同20.0％増）となりました。当第１四半期連結会計期間より新設したエンジニアリング

部門につきましては、5億94百万円となりました。その他は5億69百万円（同0.0％減）となりました。

 この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は111億57百万円（同7.3％増）となりました。利益面につきまし

ては、グループを挙げてのコスト低減活動に注力しましたが、銅やステンレスなどの原材料価格が高騰した影響を

受け、営業利益は4億16百万円（同18.7％減）、経常利益は7億97百万円（同7.6％減）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は5億73百万円（同11.0％減）となりました。

 

  品目別売上高の状況 

  当四半期（平成30年12月期第1四半期） 

  金額（百万円） 構成比（％） 前年同四半期比（％） 

給湯機器 5,220 46.8 0.8 

空調機器 4,144 37.1 3.4 

システム機器 394 3.5 △12.3 

ソーラー機器 236 2.1 20.0 

エンジニアリング部門 594 5.3 － 

その他 569 5.2 △0.0 

合 計 11,157 100.0 7.3 

（注）当第１四半期連結会計期間より一部製品の品目変更を実施したため、前年同四半期比較にあたっては

前年同四半期分を変更後の区分に組み替えて行っております。

 

（２）財政状態に関する説明 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ13億63百万円減少し、1,346億43百万円とな

りました。主な増減としましては、受取手形及び売掛金が19億43百万円、有価証券が7億74百万円、投資有価証券

が4億57百万円減少し、現金及び預金が16億47百万円増加しました。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ7億49百万円減少し、111億3百万円となりました。主な増減としましては、繰

延税金負債（固定）が5億18百万円、支払手形及び買掛金が4億97百万円、短期借入金が4億97百万円減少し、賞与

引当金が5億18百万円、長期借入金が3億34百万円増加しました。

 純資産は、前連結会計年度末に比べ6億13百万円減少し、1,235億39百万円となりました。主な増減としまして

は、その他有価証券評価差額金が11億26百万円減少し、利益剰余金が4億77百万円増加しました。その結果、自己

資本比率は91.8％となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 通期の業績予想につきましては、前回予想（平成30年２月９日発表）からの変更はありません。なお、本資料に

記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,338 5,986 

受取手形及び売掛金 9,614 7,670 

有価証券 6,588 5,813 

商品及び製品 4,066 4,076 

仕掛品 497 518 

原材料及び貯蔵品 1,264 1,375 

繰延税金資産 223 418 

その他 472 395 

貸倒引当金 △3 △5 

流動資産合計 27,061 26,250 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 6,945 6,814 

機械装置及び運搬具（純額） 2,540 2,588 

土地 14,332 14,302 

建設仮勘定 223 275 

その他（純額） 350 296 

有形固定資産合計 24,392 24,277 

無形固定資産 148 147 

投資その他の資産    

投資有価証券 83,548 83,091 

長期貸付金 388 381 

繰延税金資産 91 90 

その他 375 404 

貸倒引当金 △0 △0 

投資その他の資産合計 84,404 83,968 

固定資産合計 108,945 108,392 

資産合計 136,006 134,643 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,611 4,113 

短期借入金 600 102 

未払法人税等 458 388 

賞与引当金 210 729 

製品補償損失引当金 49 48 

未払金 1,001 675 

未払費用 86 136 

預り金 1,123 957 

その他 309 618 

流動負債合計 8,450 7,770 

固定負債    

長期借入金 － 334 

繰延税金負債 1,914 1,395 

退職給付に係る負債 1,085 1,178 

その他 402 424 

固定負債合計 3,402 3,333 

負債合計 11,853 11,103 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,000 7,000 

資本剰余金 3,568 3,568 

利益剰余金 111,735 112,213 

自己株式 △2,606 △2,607 

株主資本合計 119,697 120,174 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,864 3,738 

退職給付に係る調整累計額 △408 △372 

その他の包括利益累計額合計 4,456 3,365 

純資産合計 124,153 123,539 

負債純資産合計 136,006 134,643 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 10,400 11,157 

売上原価 7,762 8,454 

売上総利益 2,637 2,702 

販売費及び一般管理費 2,124 2,286 

営業利益 512 416 

営業外収益    

受取利息 213 196 

受取配当金 47 46 

不動産賃貸料 143 143 

売電収入 111 105 

その他 39 88 

営業外収益合計 555 580 

営業外費用    

支払利息 1 2 

不動産賃貸費用 74 72 

売上割引 61 65 

為替差損 6 － 

売電費用 60 54 

その他 0 4 

営業外費用合計 204 199 

経常利益 863 797 

特別利益    

その他 0 0 

特別利益合計 0 0 

特別損失    

固定資産処分損 0 4 

特別損失合計 0 4 

税金等調整前四半期純利益 863 793 

法人税、住民税及び事業税 439 436 

法人税等調整額 △220 △216 

法人税等合計 219 220 

四半期純利益 644 573 

親会社株主に帰属する四半期純利益 644 573 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年３月31日) 

四半期純利益 644 573 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1 △1,126 

退職給付に係る調整額 35 35 

その他の包括利益合計 36 △1,090 

四半期包括利益 681 △517 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 681 △517 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報）

前第１四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平

成30年１月１日 至 平成30年３月31日）

 当社グループは住宅関連機器の製造、販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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